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国際会計基準審議会（以下、IASB審議会）、 
情報要請「IFRS第9号の適用後レビュー 

（分類及び測定）」を公表
 

IASB審議会は、2021年9月30日に情報要請「IFRS第9号の適用後レビュ ー（分
類及び測定）」を公表しました。 

本情報要請に係るコメント期限は2022年1月28日です。 

 

本情報要請のポイント 

 本情報要請は、IFRS第9号「金融商品」の分類及び測定に関 する適用
後レビューの第1ステップの結果を受けたものです。本情報 要請等に
より収集した情報に基づき、第2ステップでは基準書適用の 効果の検
討と発見事項のとりまとめを行い、今後の計画を策定するこ とが予定
されています。 

 第1ステップでの検討の結果、分類及び測定の要求事項の実 務への適
用について、基本的には一定の評価がなされました。他方で 、基準要
求に対する一定の実務上の困難さや懸念を示すコメント が寄 せられ
ました。 

 IFRS第9号の減損及びヘッジ会計に関しては、本情報要請で は対象外
となっており、適用後レビューは別途行われる予定です。 

 9項目の情報要請がなされており、コメント期限は2022年1月2 8日と
されています。 
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Ⅰ．適用後レビューにおける情報要請とは 

（1）適用後レビューの目的 

適用後レビューはIASB審議会のデュープロセスの一部であり、新しいIFRS®基 準又は
IFRS基準の大きな修正について企業が少なくとも2年間適用した後に実施され ます。
IASB審議会が財務諸表利用者、作成者、監査人及び規制当局に対する基準上の 要求事
項による影響を分析する目的で行われます。特に、以下の分析が意図されています。 

 基準設定プロジェクトにおける目的が達成されているか？  

 基準適用によって提供される財務情報は、財務諸表利用者にとって有用か？ 

 基準を適用する上で、企業が提供する財務情報の作成、監査、遵守又は利 用に
当たって、予想外のコストが生じていないか？ 

 基準は首尾一貫して適用することができるか？ 

 

（2）適用後レビューにおける情報要請の位置づけ 

適用後レビューは通常2つのステップにより実施されます。今回の情報要請の 位置づけ
は第1ステップの結果を受けたものです。 

 

（3）本適用後レビューの範囲 

本適用後レビューにおいては、IFRS第9号の分類及び測定の要求事項と関連す る開示の
要求事項に関して情報を求めています。IFRS第9号の減損及びヘッジ会計に関して は、
適用後レビューは別途行われる予定です。 

  

諮問グループ及びその他利害関係者との議論を踏
まえ、検討すべき論点の初期的な識別および評価 

情報要請で寄せられたコメントについて、追加調査
（学術文献のレビュー含む）や他の協議活動を通じ

て収集した情報とともに検討 

発見事項及び次のステップ（もしあれば）をまとめ
た報告書及びフィードバック・ステートメントを公
表（次のステップには教育文書の提供または基準設
定の検討が含まれる） 

第1ステップ 

第2ステップ 

今回 
第1ステップで識別された論点に関する情報及び適
用後レビューに関連するその他の情報を求める情
報要請を公表 
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Ⅱ．第1ステップで寄せられたコメント 

対象となるIFRS第9号（分類及び測定）に関して、第1ステップで寄せられた主 なコメ
ントは以下のとおりでした。 

(1) 金融資産についての事業モデルの評価 

 多くの利害関係者から、事業モデルの評価は良く理解されており、異 なる事
業モデル間の区別は明確であるとのフィードバックを得ました。 

他方で、事業モデルの評価には判断が必要であり、その結果、実務で バラつ
きが生じる可能性があるとのコメントも寄せられました。 

 IASB審議会が基準開発時に想定していた通り事業モデルの変更に よる 金融
資産の分類変更は稀であるというフィードバックを得ました。 

他方で、一定の状況においては、金融資産の分類変更の要件を緩和す べきで
あるというコメントも寄せられました。 

 

(2) 金融資産についての契約上のキャッシュ・フロー特性の評価 

 現行の実務におけるSPPIの要件（注）の適用について、概ね肯定的な フィー
ドバックを得ました。 

 一部の利害関係者から、契約上リンクしている商品に関する規定が、IAS B審
議会が当初想定していたよりも多くの商品に適用されており、整合性 をもっ
て適用されているのかを確認すべきである、というコメントが寄せら れまし
た。 

 多くの利害関係者から、近年サステナビリティ連動要素を伴う金融資 産が増
加しているとのコメントが寄せられました。また、一部の利害関係者 から、
当該金融資産にSPPI要件がどのように適用されているかを問うコメン トが寄
せられました。 

（注）金融資産の測定区分が償却原価またはその他の包括利益を通じて公正価 値で測定
する区分に適格であるかを決定するために、企業は、金融資産の契約条件によ り元本及
び元本残高に対する利息の支払いのみであるキャッシュ・フローが特定の日に おいて
生じるか否かを評価しなければならないとする定め。 

 

(3) 資本性金融商品について公正価値変動をその他の包括利益に表示する選択 

 一部の利害関係者から、公正価値の変動をその他の包括利益（以下、OCI）に
表示するという取消不能の選択（以下、OCIオプション）を行った資本 性金融
商品について、リサイクリング（その他の包括利益に認識した金額の 純損益
への振り替え）を求めるコメントが寄せられました。 

 一部の利害関係者から、OCIオプションは、戦略的投資など一部の投資 にのみ
適用可能とすべきであるというコメントが寄せられました。 
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(4) 純損益を通じて公正価値で測定する指定をした金融負債について自己の信用 リス
クの変動から生じる公正価値の変動をその他の包括利益に表示すること 

 寄せられたコメントは限定的でしたが、おおむね肯定的なフィードバ ックを
得ました。 

他方で、一部の利害関係者から、自己の信用リスクの変動から生じる公正価値を
特定し測定することは実務上困難であるというコメントも寄せられました。 

 

(5) 契約上のキャッシュ・フローの条件変更 

 一部の利害関係者から、基準の適用に重要な問題はないというフィー ドバッ
クを得ました。 

他方で、実務のバラつきを減らすために、金融負債の条件変更の要求事項 を、
金融資産にも同様に適用することを求める（または許容する）か否か を明確
にすべきであるというコメントも寄せられました。 

 

(6) IFRS第9号への移行 

 寄せられたコメントは限定的でした。 

 一部の利害関係者から、基準の要求事項は適切であり、開示は有用な 情報を
提供しているというフィードバックを得ました。 

 

 

 

Ⅲ．今回の情報要請の内容 
第1ステップで識別された論点に関連して、IASB審議会が情報要請している項 目と主な
内容は以下のとおりです。 

(1) 全般事項 

質問1 (a) 分類及び測定の要求事項により、企業は、金融資産の測定を、金融
資産のキャッシュ・フロー特性及び企業が金融資産を管理 する方
法と整合させることができているか 

 (b) 財務諸表利用者が、将来キャッシュ・フローの金額、時期及 び不確
実性を評価するにあたって、分類及び測定の要求事項は目 的適合
性のある有用な情報を提供しているか 

質問1の目的は、IASB審議会が分類及び測定の要求事項についての全体的な評 価と実務
経験を理解することにあります。IFRS第9号により導入された分類及び測定の 変更によ
る影響に関する情報を要請しています。 
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(2) 個別事項 （※）：各質問の回答にあたりあわせて情報要請がされている事項 

質問2  金融資産についての事業モデルの評価 

 (a) 事業モデルの評価は、IASB審議会が意図していたとおりに運用され
ているか 

 (b) 事業モデルの評価は首尾一貫して適用することができるか（評価を
行う際の判断にバラつきが生じているか。それはどの程度か） 

 (c) 事業モデルの評価において、想定外の影響は生じているか、影響が
ある場合、影響の重要性はどの程度か 

 (※) 事業モデルの変更による金融資産の分類変更（分類変更が生じる状
況・頻度等）に関する情報 

   

質問3  金融資産についての契約上のキャッシュ・フロー特性の評価 

 (a) キャッシュ・フロー特性の評価は、IASB審議会が意図していたとお
りに運用されているか（SPPI要件を満たさない商品について、他の
測定が有用な情報を提供するか） 

 (b) キャッシュ・フロー特性の評価は首尾一貫して適用することができ
るか（すべての商品の評価を行うにあたり、要求事項は明確で包括
的か） 

 (c) キャッシュ・フロー特性の評価において、想定外の影響は生じてい
るか、影響がある場合、影響の重要性はどの程度か 

 (※)  サステナビリティ連動要素を伴う金融資産および契約上リ ンクさ
れている金融商品に関する情報 

 

質問4  資本性金融商品とOCI 

 (a) OCIオプションは、IASB審議会が意図していたとおりに運 用され
ているか（公正価値変動を損益で認識する商品とOCIオプシ ョンを
選択した商品の両者について、有用な情報が提供されているか） 

 (b) OCIオプションが使用されている金融商品の種類は何か（商 品の特
徴、選択した理由、企業のポートフォリオにおける規模） 

 (c) OCIオプションにおいて、想定外の影響は生じているか、影 響があ
る場合、影響の重要性はどの程度か（OCIオプションが企業 の投資
意思決定に影響を与えるか） 

 (※) OCIに認識された損益のリサイクリングに関する情報 
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質問5  金融負債と自己の信用リスク 

 (a) 自己の信用リスクの変動から生じる公正価値の変動をOCIに 表示
する規定は、IASB審議会が意図していたとおりに運用されているか  

 (b) （契約上のキャッシュ・フローの条件変更の論点を除き）金 融負債
に関してIASB審議会が対応すべき他の論点があるか 

   

質問6  契約上のキャッシュ・フローの条件変更 

 (a) 契約上のキャッシュ・フローの条件変更の規定は、IASB審 議会が
意図していたとおりに運用されているか（金融資産、金融負 債のど
のような契約上のキャッシュ・フローの変更に条件変更の 規定を
適用しているか） 

 (b)   契約上のキャッシュ・フローの条件変更の規定は首尾一貫 して適
用することができるか（条件変更が認識の中止を生じさせ るのか
の判断はどのように適用され、金融資産と金融負債で異なるか） 

   

質問7  償却原価と実効金利法 

 (a) 実効金利法は、IASB審議会が意図していたとおりに運用さ れてい
るか 

 (b)   実効金利法は首尾一貫して適用することができるか（どの ような
契約上のキャッシュ・フローの変更にB5.4.5項、あるいはB5. 4.6項
を適用するか、実務上のバラつきがあるか。見積キャッシ ュ・フ
ローの変更に伴う損益を表示する表示項目に関する情報） 

 (※)  条件により変動する金利およびキャッシュ・フローの見積 もりに
関する情報 

   

質問8  経過措置 

 (a) 経過措置規定は、IASB審議会が意図していたとおりに運用 されて
いるか（財務諸表作成者のコスト削減と財務諸表利用者へ の有用
な情報の提供との間の適切なバランスが達成されているか） 

 (b) 経過措置規定において、想定外の影響や困難は生じているか 
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(3) その他 

質問9 (a) 分類及び測定の要求事項において、本情報要請における個 別事項
以外で、IASB審議会が対応すべき論点があるか（該当ある 場合、
その内容及び対応すべき理由は何か） 

 (b) IFRS第9号開発時にIASB審議会が採用したアプローチを踏 まえ、
将来の基準設定プロジェクトの参考になる有用な情報を提 供する
ような実務で学んだ教訓に関する意見があるか 

 

 

編集・発行  

 

有限責任 あずさ監査法人 

azsa-accounting@jp.kpmg.com 
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せん。私たちは、的確な情報をタイムリーに提供するよう努めておりますが、情報を受け取られた時点及びそれ以降において
の正確さは保証の限りではありません。何らかの行動を取られる場合は、ここにある情報のみを根拠とせず、プロフェッショ
ナルが特定の状況を綿密に調査した上で提案する適切なアドバイスをもとにご判断ください。 
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